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論 文 内 容 要 旨
農業経営者の情報技術受容に関する実証的研究
1.研 究 の 目的
農業情 報 化 は、21世紀 にお け る農業発展 にとって もっ とも重要 な課題 であ り、韓 国
に おい て も十数 年前 か らこれ,を推進 して いる。 しか し、未 だ農業 経営者 に広 く普及 す .
る まで に は至 って いない。そ の理 由 として 、農 業経営者 が必要 とす る情 報 を適 時 に入
手 で きな い とか 、胴情報利 用 の技術や知識 が不足 して いる とか、情 報機 器が 高す ぎる と
か さま ざまな こ とが指摘 されてい る。 しか し、最大 の理 由は農業情 報 化 に対す る農 業
'経営者 個 人
の需 要意思 の欠如 と関係諸機 関の情報 普及戦略 が確立 してい ない こ とにあ
る と考 え られ る。・そ こで本論文 で は以下の三つの課題 を設定 し、 これ らにつ いて 明 ら
か にす る こ とを研 究 の 目的 とした。
課題1:農業経営者 の農業情報技術需要 の意思決定 モデ ル を構築 す る。
課題2:モデル を活用 して韓国農業経営者 の農業情報技術 需要の意思決定 諸要 因 を実
証的 に検 出す る。
課題3:検出 され た諸要 因 に もとづ き農業情報技術 普及戦略 を実行す る上 での留意 卓
につ いて検討す る。,
II.論文 の 構 成,
本研 究 は以下 の ような構 成 で論述 し、農 業経営者 の農業情報 技術 需要 の意思 決定 モ
デル 、意思決定諸要 因 お よび情報技術戦略上 の留意点 について明 らか に した。
1」第1章 で は研 究の背景 ・目的 ・方法 につ いて論 述 し、併せ て研究 の フ レー ムワニ ク
を提示 した。
2、第2章 で は農業情報化 の意 義 と現況 につ いてア ンケー ト調査等 も活用 しなが ら論 述
した。
3、第3章 で は本研究 の意思決 定要 因分析理論モデ ルの構築 に応 用 した ロジャー スの革
新決定 モデ ル とフ ィシュバ インの理性的行動モデルにつ いて検討 し、併せ て先 行研
究 にっ いて紹 介 した。
4、第4章 で はロ ジャー スモデ ル とフ ィシュバ イ ンモデル を基礎 として本研 究独 自の意
思決 定要 因分析理論 モデ ル を構築 し、研究仮説 を提示 した。
5、第5章 で は独 自に構築 した理論 モデ ルに よる実証分析 を行 うためのア ンケー ト調 査
手 法や調 査項 目の信 頼性、妥 当性 につ いて統計的 に吟味 した上 で、韓 国全羅 北道 の
農 業経 営者 を対象 としたア ンケー ト調 査結果 に もとづ き、理論 モデルで殺定 した意
思 決定要 因お よび研 究仮説 について検証 した。'
6、第6章 で は本研 究理論 モデルの妥 当性 お よ,び分析結果 としズ得 られ た意 思決 定要 因'
につ いて要約 し、併 せて農 業情報技術普及戦略べ の適用 につ いて論述 しだ。
皿.研 究 結 果 の概 要
1、農業 経 営者 に とつて情 報 の重要度 は、気象情 報 、新営 農情報 、市場 情報 、産 直 情
報 、営 農資金 関連情報 の順 に高 いことや 、近年 、営農方式 、販 売方式 、品質 向上 、
生 産性 向上 な ど農業経営 の成果 に直接 関連す る情報需要 が増 大 してい るこ とが 判 明
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した。
2、しか し、関係各機 関か ら提供 され る農業情報 に統 一性 がな く、農 業経営者個人 の情
報技術 需要 に及 ぼす諸要 因 に対す る分析 もな しに情報化戦略が施行 され ている点 に
大 きな問題 があ る と推察 された。
3、そこで農業 経営者 の意 思決 定要 因 を明 らか にす るためロジ ャー スモデ ル とピシュバ
イ ンモデ ル を基 礎 として図1の ような独 自の理 論モデル を構 築 した。
4、情 報技術 の要 で あ るパ ソ コン通 信 の潜在 的受容者 および継続 利 用者 に対 す るア ン
ケー ト調査 結果 を分析 し、韓国農業経営者 の農業情報技術 需要意思決定要 因 を抽 出
した。
5、モデ ルに よる分 析結果 は以下 の通 りである。
① モ デ ル の全般 的 な適 合度 を検 証 した結果 、大 部 分 の適 合値 がO.90を超 え、全般
的 なモデルの適合度 は優 れて いる ことが証 明 された。
② モ デ ル が提 示 した大 部 分 の 内部 変数 は、相 互 関連性 が発 見 され 、特 に 、知 覚
され た有 用性 、 イ メー ジ、 結果 の伝 達 可能 性 、試 用性 な どが情 報 技 術 の 受 容
た対す る肯定的態度形成要 因 として大 きな影響 を与えていた。
③ 組 合 団体 の 同僚 、 家族 、友 人.などの準 拠 集 団 の一 部 が情 報 技術 受 容 に関 連 し
て農業経 営者 が感 じる主 観的規範 に影響 を与 えて いた。
④ 情 報 技 術 需 要 に対 す る主 観 的 規 範 の受 容 意 図(意思決 定)に対 す る敷 果 は、情
報 技術 の経 験 如 何 、す な わ ち潜 在 的受 容者 と継続 的利 用者 に よって異 な って い
た。潜在 的 受 容者 の場合 、受 容 意 図 に は態度 と主 観的規 範 のすべ て が作 用 した
が 、継続 的利 用者 の利 用意 図 には主 観的規範 の敷果 が見 られ なか った。 これ は、
パ ソ コン通 信 を経験 した利 用者 の場 合 は、潜 在的受容者 とは異 なって、彼 らの意
思決 定過程 は準拠 集 団の影響 を受 け るよ りは彼 ら自身 の信念 によって大 き く左 右
され るこ とを意味 して いる と推察 された。
⑤ 外部的要 因 としては、農業経 営者 個 人 の革新性 の敷果 のみが行為的信 念 と規 範的
信念 に媒介的 役割 を果 た してヤ・た・
⑥ 社会経済変数 の うち、特 に教 育水準 は革新 性 に有意 な影響 を与 えて いた。
⑦ 利 用 成 果 と社 会 経 済 変数 の ク ロ ス 分 析 結 果 か らは、 販 売収 益 、 農 産 物 の 品
質 、生 活 の質 が教 育水準 によって有 意 な差 が あ り、作物 の種類 、生活 の質 、情 報
関連費用 な どとの関係 において所得水準 によって有意な差があることが わかった。
⑧潜 在的受容 集 団 と継続的利 用集 団あ 問に は、革新性 の高低如何1こよって行為的信
念 、規 範 的 信 念 、意 図 に与 える影 響 変数 で あ る態度 と主 観的規 範 に有意 な差 異
あ った 。 ま た、公 的支援 の利 用 にお いて革 新性 の高 い利 用集 団 と低 い利 用集 団 の
間 に も行 為 的信 念 、規 範的 信 念 お よび受 容意 図1こ影 響 を与 え る諸 変数 も有意 な差
があ った。
6、以上 の結果 か ら、農 業情報技術 の普 及戦 略 を実行 してい くため には以下 の ような諸
点 に留 意すべ きであ る と推察 された。
① 潜在 的受容者 に対す るパ ソ コン通信 あ普及戦略 は、本研究 で検 証 され た信念要素 で
あ る、知覚 された有用性 、試用性 、イ メー ジな どを高め る方 策 と主 観的規範形成 に
有 意な要 因 である隣人 、組合 ・団体 の幹部 な どの諸要因 を利 用す る方策 につ いで検



























































































































②継 続的利 用者 に対 して は態 度形成 とりわけそのなかで も伝達可能性 と知覚 された有
用性 に力点 をお いた普及戦略 が有効 である。
③個 人 の革新 性や公的支援 な ど外部変数 に対す る検証結果 は、個人 あ革新性 を向上 さ
せ る普及戦 略が重要 であ るこ とを物 語 ってい る。ただ し、公的支援 は継続 的利用者
の み を対象 とした分析結果 で あるこ とか ら有意 な影響が認 め られ なか った もの と推
察 され る。
④ 外部変数 で ある革新性 に影響 を与 える社会経済 変数 は教 育水 準 であ り、 この ことか
ら教育本準 の ランクを区分 レた上 で普及戦略 を検討す るこ とが必要 であ る.
⑤ 以上 の ようにパ ソ コン通信 普及戦略 は、潜在的利用者 と継続 的利 用者 を区分 した上
で 、情報技術 需要 の意思決定 に影響 を及 ぼす諸要 因に十分 留意 しなが ら展開 す るこ
とが必要 であ る と推察 され た。
7、最後 に本研 究 のモデルの構 築 、有効性 については以下の よ うな諸点 が特徴 として挙
げ られ る。
①本 研 究 にお いて構築 した概 念 的研 究 モデル は、革新普及 理論 と理 性 的行動 理論 を
結 合 した新 しい行動 モ デル であ る。す なわち、 ロジャー ス とムー アの研 究 モ デル
の うち信 念 に影 響 を与 えてい た検証済 み の諸要 因 をすべ て新 しい研究 モ デル の行
動要 因 として採択 した。それ は、フ ィシュバ インなどの研究 モデル における行為決
定 過程 であ らわれ た行為 決定要 因な どが 明確 でない とい う欠点 を補完 す るため で
あ った。
② これ は、同時 に革 新 のみ を対象 にした ロジャー スモデルの限界 を乗 り越 える方 法
で もあ る。っ ま り、潜在的受 容者 のみ を対象 に したロ ジャー スの理論 を拡 大 して継
続 的利用者 に も適 用 で きるようにした。す なわち、 この ような二 つあ理論 を結合 し
た モデ ル を通 じて仮説 を検証 してみ ると、,大部分の仮説 は採択 された。ただ 、農業
分 野 において潜 在的受容者 グループ と継続 的利 用者 グルー プの間 に は、採択要 因 に
差 があ った。 したが って、本研究 たおいて畢示 した行為決定 モデ ノ嚇 充夢 な予測力
(predictionpoWer)があ る と評価 で きる。
③ 他 方 、農 業分野 にお ける新 しい情報技術 の普及 のための行動決定 モ デル を使 った
農 業 経営者 の情報 技術 受 容 に関す る研究 ・分 析 は これ,まで見 られ なか った 。 ロ
ジャー スの革新 普及理論 を新 しい種子 普及な どに利用 した こ とは あったが、 それ
は 、その対象や地:域が限定 的 であ り、理性的行 動 を同時 に考慮 した継続的利 用者
な どを含 んだ一般的 な行動 理論 に理論化す るには及 んで いない。
④ ,そこで 、本研究 では情報技 術 の農業 へ の普及の ための新 しい琿論 的 モデ ル を提示
した 。農業 とい う特 殊性 を考慮 した新 しいモデ ルを検証 した結果 、仮説 の大部分
は採択 され,た。
⑤ 農 業 へ の情報 技術 普 及 は、究極 的 に は農 業の生産 性 を高 め、農 業所 得 を向上 さ
せ 、農 業経営者 の生活水 準 を高 め るこ とに目的が ある と言 えよ う。 したが って、
本研究 では農 業 の社会 経済 的環境要 因の うち重要 ない くつか の変数 を研 究 モデ ル
に含め て外生 変数 と して処理 し鵡 その結果 、多 くの変数 のなか で特 に情 報技術
に対す る教 育水準 が普及 の敷果 に大 き く作用 しているこ とを確認 した。 この こ と

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・績 丙 』'容 ・., 避 用・対 象:….…
T
1 行為的信念 → 受容態度 潜在的受容者
2 規範的信念 → 主観的規範 潜在的受容者
3 受容態度 → 受容意図 潜在的受容者


































7-1 継続的利用者 の間の態度 と行為 的信念要素の敷果 に対す
る公的支援の役割 維続的利用者
7-2








主観的 規範 0.323**隣 人 ・{0.343**





…i・i…従 属 変 数i…iii,lli独並変 獄li}ii……i…i回帰 諦 数i....、 ・独 …立 変 数' ,…i… .』i泪i帰計 数 …;・
意図
態度 0.618*ぎ 伝達可能性 0.392*累有用性 0.300*x
主観的 規範 n.s 友人 0.387Xx










イ メー ジ 0.300**
試用性 0.274**




主観的規範 n.s 隣人 0.476**
組合 ・団体 の幹部 0.99**
**p〈0 .01の場合
*p<0.05の場合















主観的規範 n.s 家族 0.661料
**p〈0.01の場合
*pく0.05の場合
表7LISRELを利 用 した 経路 分析 結果(潜在 的 受 容 者 と継 続 的利 用者)
従属変数 潜在変数 経路鎌数 潜在変数 経路係数: 細部変数 経路計数
受容意図


































態 度 臨0。88×行為 的信念

































① 潜在的利用者に対 しては知覚された有用性,試用性,イ メージなどの信念要素を高め,隣…人,組
合,団体幹部などの主観的規範形成に優位な諸要因を利用する方策が必要である。
② 継続的利用者に対 しては伝達可能性 と知覚された有用性などの態度形成に力点をお く必要がある。
③ 外部変数の個人の革新性を高める普及戦略が重要である。
④ 革新性 に影響を与える社会経済変数に関 しては教育水準のランクを区分 した普及戦略が必要であ
る。
⑤ 潜在的利用者 と継続的利用者に区分 し,意思決定に影響 を及ぼす諸要因に十分留意 して戦略を展
開すべ きである。
以上の研究は,革新普及理論 と理性的行動理論を結合 した独 自の新 しい行動モデルを構築 し,農業分
野における新しい情報技術普及モデルを使 った農業経営者の情報技術受容を解明しているという点で独
創性に富み,ま たその成果は今後の農業情報技術普及に大 きく貢献するものである。
よって審査員一同は,本論文が博士(農 学)の 学位を授与されるに値すると判定 した。
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